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断面の全塑性曲げモーメントの算出において，補強前の長期軸力は角形鋼管が負担しているので，柱

に作用する軸力は角形鋼管のみで負担するものと考えてよい。

図 4.4.3に示すように補強を施した柱の両端が全塑性状態に到達した場合を想定し，柱の無補強部が

補強部に先行して全塑性状態に至らないように補強高さを定める。

表 4.4.1 補強の組み合わせ

図 4.4.3 柱に作用する曲げモ－メント

が確認できる場合がある。これらの方法ではダンパー等による補強も可能であり，これらの方法も含

めた安全性確認のフローを図 4.4.1に示す。

（２） 補強方法の概要（図 4.4.2）

① 鋼板ならびに山形鋼による補強

（a）の鋼板補強と（b）の山形鋼補強は，補強材（鋼板または山形鋼）を角形鋼管に側面すみ肉

溶接することで補強材に曲げ（垂直）応力を負担させて耐力の増大を図るものである。このとき，

柱端部断面において補強材に作用する垂直応力を適切に伝達するために，補強材を通しダイアフラ

ムに完全溶込み溶接しなければならない。

② 鋼板と PC鋼棒による補強

（c）に示す鋼板と PC 鋼棒による補強は，引張側の鋼板に作用する垂直応力を（a）の鋼板補強

の完全溶込み溶接によって通しダイアフラムに伝達する代わりに，定着板を介して PC鋼棒で伝達

するものである。曲げモーメントを受ける柱フランジの応力の一部がすみ肉溶接を介して補強板に

伝達され，その応力のうち圧縮力は定着板直下の床スラブで反力を受け，引張力は PC鋼棒を介し

てはり下フランジの下面に設けた定着板で反力を受ける。

③ 根巻き補強

（d）に示す根巻き補強は柱脚側の補強を対象としたもので，角形鋼管の表面にシヤーコッター

を溶接し，その周囲を鋼板型枠で覆った上で無収縮モルタルを充填するものである。シヤーコッタ

ーは，曲げモーメントを受ける柱フランジの圧縮応力の一部を無収縮モルタルに伝達し，角形鋼管

柱と無収縮モルタルのずれを抑制する役目を担っている。また，モルタルは引張応力を負担しない。

（a）鋼板補強 （b）山形鋼補強 （c）鋼板と PC鋼棒による補強 （d）根巻き補強

図 4.4.2 補強方法

（３）設計手順

まず，対象となる鋼構造骨組の最上層柱頭を除く全ての節点において柱はり耐力比を求め，柱はり

耐力比が規定値である 1.5 を下回っている節点（補強必要個所）を把握する。なお，本マニュアルで

は，実験結果に基づいて接合部パネルの補強は不要としている。

次に，補強必要個所における柱端部を補強するため，柱の位置（中柱・側柱・隅柱）及び床スラブ

の有無を勘案して表 4.4.1から補強方法を選定する。なお，図 4.4.2の補強方法は外装材等の設置状況

によって適用できない場合があるため，建築物の実情を十分に確認した上で適切な補強方法を選定す

ることが重要である。

選定した補強方法に対して，柱はり耐力比が 1.5 以上を満足するように補強断面を決定する。補強

4.4 STKR柱補強

平成 19年の建築基準法令改正により，STKR材を柱に用いる鉄骨造建築物は，最上層の柱頭及び最

下層の柱脚を除く全ての節点において柱はり耐力比 1.5以上とすることが規定された。これによって，

平成 19年以前の既存建築物で柱に STKR材が使われている場合には既存不適格になる可能性があり，

これに対する対応が急務となった 4.10）～4.14）。

このため，国土交通省建築基準整備促進事業として，平成 20〜22年度に，当該告示第 1791号のた

だし書条項「角形鋼管の構造耐力上支障のある急激な耐力の低下を生ずるおそれのないこと」が実現

できる STKR柱の補強方法に関して，調査検討が行われた。

その後，（一社）日本鉄鋼連盟は，建築基準整備促進事業で提案された補強方法に関して，具体的な

設計法及び施工法の検討を行い，平成 26 年１月，2008 年版冷間成形角形鋼管設計・施工マニュアル

の補遺として「STKR柱補強設計・施工マニュアル」（付録 10）をまとめた。以下に概要を述べる。

4.4.1 STKR柱補強設計・施工マニュアル
（１） 適用範囲

「STKR柱補強設計・施工マニュアル」は，STKR材を柱に用いた既存建築物において節点での柱はり

耐力比が 1.5に満たない場合，各節点の柱はり耐力比 1.5以上を確保するために柱の全塑性曲げモーメ

ントを増加させる補強に適用するものである。

基本的には，実験が行われた範囲である通しダイアフラム形式の柱はり接合部を有する柱部材が適

用範囲である。また，建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）が適用されるような

既存不適格建築物に対しても，本マニュアルによる補強が可能である。その他の適用範囲等の詳細に

ついては本マニュアルを参照されたい。

図 4.4.1 安全性確認フロ－

一方，STKR 柱の柱はり耐力比の規定を満足しない建築物であっても，限界耐力計算法，エネルギ

ー法及び時刻歴解析法等の評価方法によって，大地震時における柱の損傷や建築物全体の耐震安全性
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